
別記
第 1号様式 (第11条、第13条、第14条関係)

ヮrθ

( 新規 多峯―ラ書)事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書

八幡市   市 長   年 礼
人幡市人幡国内75番地

特定事業者の

主たる業種

該当する事業
者要件

マ 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ
ー使用事業者 (原油に換

「

算して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規貝じ第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に換算 して3000ト ン以上))

1

計 画 期 積 平成 18 年 4 月 平成 20 年 3 月

基 本 方 隻1環境マネジメントシステムの導入により、エネルギー消費の削減、廃棄物排出量の削減を図り、
′8%の 温

室効果ガス排出畳の削減を目指す。

推 進 体 制 市長を本部長とする環境政策推進本部を設置し、システムの運用、管理を行 う。

年度 ごとの具

体的な取紅及

び措置

ヨ 計 画 内 容

18～ 19 全部門
ねエネ ″ 千

― に分 の
前

18～ 19 全部門 村林地や農地の保全と都市和 ヒに取り組み温室効果ガスをPrt収

温室効果ガス

の排出量等 排出区分
基準年度 (実績)

(17)年 度
(二酸fヒ炭索換算 (t))

日襟 年度 (計国 )

(19)年 度
(二酸化炭素換卓 (t))

自」阪 挙

(計画 )

(%)

A事 業所等排出区分 4,696 t 4,320 t -80 %

B輸 送車両排出区分 t t %

cそ の他排出区分 t t %

排出合計 Ⅲ1                  4696 t =を             4j320 t -8,0 %

その他の地球

温暖化対策に

よる温室効果
ガスの削減量

等

対策年の区分
目標年度 (計画)

(二酸 Fヒ炭票換寡 (■

森林の保全及び整備 (整備面積) ha (吸収畳 ) t

府内産の木材の利用 (利用曇 ) m。 (削減量) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

〈売電量) kwh (削減室) t

(熱供給量) G」 いJ減量) t

グリーン電力の購入 〈購入量) kwh て肖け減重) t

削減量等合計 章3               0 0  t

差引排出量

(排出合計―削成等合わ

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 肖」減率 (計画)

ネ1                  4696 t ('2)―(■3)        4320 0  t - 8 ワ 6

特 記 事 項 温室効果ガス肖‖減を達成するための個別目標取組結果 (17年度)
目標 【施設のエネルギーの使用量を二酸化炭素換算で、平成11年度を基準 (4,893,617 3kg‐C02)として5%削 減す

る】     平 成17年度 :4,348,356 7kg一C02 1119/6削減達成

目標 【公用車の使用による燃料を平成11年を基準 (157,8570協)と して5%削 滋するとともに低公害車の導入に努め
る】     平 成17年度 :145,77841イ 77%削 減達成
目標 【平成11年度の水道水使用量を基準 (213,78S Om3)として概ね5%削 減する】
平成17年度 1171.5635m3 198%削 減達成
目標 【廃素物のJF出量を平成12年度を基準 (184,825 0kg)として5%減 量する】
平成17年度 :136,1903k8 263%削 減達成

連 先絡 担 当 部 畳
「

担 当 者 氏 名

仁 所

ｉ
弓 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ 番 号

注 1該 当するOtこは レ印を記入してくださいぐ特定事業者以外で自ま参力Dされる事業者の方は レ 印の記入fi不要です。

2「 基準年度Jと は計画期間の前年度を  「目標年度」とfi計画期間の最終年度をいいます。31!ほ
っ :雪畳;夕霧雲盆得昌:密岩暑魯畳暑暑冒雪曇書畳岳とな

をいいま汽


